












　第２章　社会を取り巻く状況









2013年度 1,422万ｔ　⇒　2030年度 711万ｔ（▲50％）
◆エネルギー起源CO₂排出量　1,323万ｔ ⇒ ６７6万ｔ（▲49％）
  　産業部門：634万ｔ ⇒ 350万ｔ（▲45％）　　業務部門：210万ｔ ⇒ 83万ｔ（▲60％）
  　家庭部門：216万ｔ ⇒ 70万ｔ（▲67%）　　　運輸部門：263万ｔ ⇒ 172万ｔ(▲35％)
◆その他排出量（非エネルギー起源CO₂・フロン類・メタン等）98万ｔ ⇒ 66万ｔ（▲33％）
◆吸収量（森林等）　31万ｔ（森林：28.4万ｔ　農地土壌および都市の緑化等：2.9万ｔ）













●地域の特性を活かしながら、太陽熱、地中熱、下水熱等の再生可能エネル
ギー熱や廃熱が地域で有効利用される取組を推進します。











第５章　推進にあたって



目標達成に向けた行程
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■しがCO₂ネットゼロ推進協議会　開催状況等

しがCO₂ネットゼロに向けた現状と課題について

しがCO₂ネットゼロ社会づくりに向けた取組の方向性について

（仮称）滋賀県CO₂ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例・（仮称）滋賀県
CO₂ネットゼロ社会づくり推進計画の見直しの方向性　について

（仮称）滋賀県CO₂ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例・（仮称）滋賀県
CO₂ネットゼロ社会づくり推進計画の素案　について

滋賀県CO₂ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例・滋賀県CO₂ネットゼロ社会
づくり推進計画の原案　について

令和2年 8月 5日

令和3年 １月１８日

6月１８日

9月１０日

11月２２日

■しがCO₂ネットゼロ推進協議会委員

滋賀県立大学名誉教授

こなんウルトラパワー株式会社　代表取締役

湖北工業株式会社　総務部総務課　課長

一般社団法人滋賀県トラック協会　参事

株式会社滋賀銀行　総合企画部 サステナブル戦略室　室長

京都大学大学院工学研究科准教授

大阪ガス株式会社　滋賀地区支配人

株式会社エスコアドバンス　代表取締役

株式会社平和堂　店舗建設部企画建設課　課長

滋賀県電器商業組合　副理事長

公益社団法人滋賀県建築士会　会長

秋　山　道　雄

芦　刈　義　孝

岡　本　多郁士

亀　井　和　也

後　藤　浩　之

嶋　﨑　良　伸

島　田　洋　子

高　岡　宏　治

竹　内　辰　郎

津　田　浩　志

正　木　　　準

松　田　一　郎

安　本　久　志

山　本　勝　義

吉　川　敦　巳

パナソニック株式会社　くらし事業本部
くらしアプライアンス社　ビジネスプロセスイノベーション本部　
環境推進センター　環境推進部　環境運営企画課　課長

関西電力送配電株式会社　滋賀支社
総務部　コミュニケーション統括グループ　リーダー

滋賀県地球温暖化防止活動推進員
NPO法人滋賀環境カウンセラー協会　理事長

一般社団法人日本自動車販売協会連合会滋賀県支部
環境委員会委員長

令和３年（2021年）１１月現在　敬称略　五十音順
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■市町ＣＯ₂ネットゼロ研究会　開催状況

■県民政策コメント

しがエネルギービジョン改定について　など ※県市町エネルギー研究会

「ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり」に向けた条例・計画類の見直しの方向性について など

「ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり」に係る条例・計画類の見直しについて など

「ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり」に係る条例・計画類の原案について など

滋賀県ＣＯ₂ネットゼロ推進条例、計画に係るパブリックコメントの結果について　など

令和3年 2月 4 日

6月23日

10月19日

12月21日

令和4年 2月10日

県民との意見交換（令和元年10月～令和3年10月) 　　14回　参 加 者 数211人
企業・団体との意見交換（令和元年10月～令和3年12月)　41回　参加組織数253組織

意 見 募 集 期 間　：令和3年12月16日から令和4年1月16日
意見等の提出状況　：51人・団体　　182件

対　象 件数 主な意見
第1章　基本的事項 ・滋賀県として「気候非常事態宣言」を出してほしい。２件

第2章　社会を取り
　　　  巻く状況

・1.5度シナリオにおいて「すら」どのような被害が生じるのかを県民にわかりや
　すく示してください。３件

第3章　方針と目標

・滋賀県の実態をより正確に反映する独自の指数を適用することが適切であると考
　える。

・2030年の50％削減という目標は少ないので、積み増しをしてください。パリ
　協定の1.5℃目標を達成するためには、55～62％削減が必要だと国際的な研究
　機関が算出しています。

・滋賀県の再生可能エネルギー導入目標をさらに引き上げる必要がある。

61件

第4章　CO₂ネットゼロ
　　　  社会の実現に
　　　  向けた挑戦

・普段の生活の中で、合理的な行動をすれば自動的に温室効果ガスが減るような
　政策、制度を整えることが必要
・環境先進県滋賀であり、循環型社会実現をメインテーマに持ってくるべき。
・住民が主体となり、多様な主体の参加と協力の下、ネットゼロ地域づくりに取り
　組む活動を支援できる人財を育成すること。

89件

第5章　推進にあたって

目標達成に向けた行程

その他、計画全般

・滋賀県内の市町が、同じ目標に向かい、しっかりと連携がとれる仕組みと施策も
　導入してください。
・各地での公聴会や討論型世論調査など、複数のしくみが必要

・明確な内容や実施期間などを盛り込んだ具体性のあるロードマップの作成をして
　ください。
・これまでの延長線上での積み上げ予算ではなく、しっかりとした予算策定により、
　予算を獲得してほしい。

13件

９件

５件
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• 気候変動の適応の施策の基本的な進め方を提示
する 【適応策の推進】

• 滋賀県気候変動適応センターを中心に情報収集 ・
分析、 情報提供などを行い、 県民や事業者の理解
を促す 【適応センターの機能】 【県民等への啓発】

⑭ 気候変動への適応

第９章　森林等による吸収作用の保全等

第８章　農業および水産業に係る CO2 ネットゼロ社会づくりに関する取組

地産地消

生産活動での配慮 温室効果ガスの排出を減らすための農業などの生産活動上の配慮について定める。

輸送距離の短縮につながる地産地消の取組の推進について定める。

• 森林整備による県内クレジット等の活用を通じた
森林の吸収作用への理解促進や吸収量の
確保のために重要な森林の更新の視点を
盛り込む 【森林の保全整備等】

⑬ クレジットの活用による
吸収源としての森林価値の見える化

森林の保全整備等
森林による CO2 吸収作用を確保するために、 森林由来のカーボンクレジットの普及などを通じ
た吸収作用への理解促進、 森林資源の利用や森林の保全整備の推進などについて定める。

第10章　気候変動適応

県民等への啓発

適応策の推進

適応センターの機能

気候変動適応の施策の推進の基本的な考え方を定める。

気候変動適応に関する情報収集 ・ 分析、 技術的助言など、 気候変動適応センターの支援機能に
ついて定める。

気候変動適応の重要性に対する県民や事業者などの理解の促進などについて定める。

⑬

⑭

第11章　滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり審議会

• 有識者や県民の参加を得て、 CO2 ネットゼロ社会
づくりの施策やその進捗などについて、 外部の幅
広い視点から点検 ・ 評価 ・ 助言を得る体制をつく
る 【審議会の設置】 【審議会の組織】

⑮ 外部の視点を取り入れた評価 ・ 助言

審議会の組織

審議会の設置 CO2 ネットゼロ社会づくりについて外部の幅広い視点から調査や審議を行う機関として CO2

ネットゼロ社会づくり審議会を設置する。 

CO2 ネットゼロ社会づくり審議会の組織などについて定める。

第12章　雑則

県による指導等

顕彰
CO2 ネットゼロ社会づくりに寄与する優れた取組を行った県民や事業者などの顕彰について
定める。

県民や事業者などの取組に対する県による指導助言のほか、 本条例上の義務に関する報告徴収 ・ 立
入調査、 勧告、 公表について定める。 

施策の推進のための財政 ・ 税制上の措置に努めることを定める。 

条例の施行に必要な事項は、 滋賀県 CO2 ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例施行規則で
定める。 

委任

 改正時期

令和４年４月１日施行

⑮

財政・税制上の措置 ⑯

• 新たに財政 ・ 税制上の措置に努める
ことを定める

⑯ その他

第11章　 滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり審議会　　第12章　 雑則

第８章　農業および水産業に係るCO2ネットゼロ社会づくりに関する取組
第９章　森林等による吸収作用の保全等　　第 10章　気候変動適応

【財政 ・ 税制上の措置】






